











































出所：THE 2015 IMD WORLD COMPETITIVENESS SCOREBOARDより筆者作成
Table1 1　IMD 国際競争力ランキング2015
Table 2　世界の格差指数
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我が国の女性のキャリア志向と意識調査
３．女子大学生の意識調査
　筆者が広島県内の女子大学生に2014年〜 2015年の２年間延べ430名の学生に行った意識調査結
果席を分析しながら論述する。質問項目と回答結果は以下のとおりである。
問１．最近政府が女性管理職を増加させると公言しているがあなたの意見は
①全面的に賛成　②いいとは思う　③いいとは思うが実現が困難　④考え方に反対
上掲より76％の学生が政府案に賛成の意向を示している。
Table 9　女性の雇用率と出生率
出所：女性の雇用率：OECD主要統計2013 
出生率：WHO世界保健統計2015より出生率を10倍したもの，以上から筆者作成
Table10
107
野　　村　　康　　則
問２．あなたは就職した場合，管理職を目指しますか。
①目指す　②できれば目指したい　③そこまでしなくてもいい　④目指さない
一般論として女性の活用については賛成はするものの，いざ自分となるとそこまで管理職を目指
すつもりはない，と多数の学生が回答している。
問３．あなたは仕事と家庭のどちらに重点を置きますか。
①どちらかというと仕事が第一　②どちらかというと家庭が第一　③両方
ここではやはり家庭が第一という意向が見える。
Table11
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問４．あなたは定年まで勤めますか。
①定年まで勤める　②結婚のタイミングで辞める　③出産・育児のタイミングで辞める
④適当な時期で辞める
定年まで勤務するという比率はわずか27％であり，多数の人はどこかの区切りで辞めようとして
いる。
以上の調査は女性の就業について考える上で大変参考になるものと思われる。
４．女性の意識の変化
　厚生労働省「平成26年度雇用均等基本調査・企業調査（確定版）」によると女性管理職が少な
い，または全くいない理由としては以下のようになっている。
①　 現時点では必要な知識や経験，判断力等を有する女性がいない。（58.3％）
②　 女性が希望しない。（21.0％）
③　 将来管理職に就く可能性のある女性はいるが，現在管理職に就くための在職年数等を満
たしている者はいない。（19.0％）
　②の女性が希望しない，という理由は平成23年度の17.3％から3.7％も増加している。これは明
らかに女性の意識に大きな変化が起きているのではないか，と推測できる。
　女子学生への意識調査でも分かるように，政府の思惑とは反対に景気好転と共に女性の意識の
中にむしろ家庭を第一にしたい，という根本的な考えが強く出始めているように思える。同じ就
業するにしても，正規労働者として管理職を目指すのではなく，ワークライフバランスを考慮し
た非正規雇用者として仕事と家庭の両立を図りたい，という基本的な願いが強いためであろうと
思われる。
　国民年金の第三号被保険者問題もこれに拍車をかけていることに相違はない。第３号被保険者
問題とは，①専業主婦が保険料負担なしに基礎年金の給付を受けられることが年金制度加入者間
に不公平感をもたらしている，②第３号被保険者の「年収130万円未満」という要件が女性の就
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労に対して抑制的に働いている，という２つの論点から女性の就業意欲が減退しているのではな
いか，という問題である。
５．結　　　　　言
　本論の調査では明らかに女性の意識に変化が見られる。それは政府が掲げる女性管理職増強案
には多くの女性が肯定的でありながら，自分自身にとってはワークライフバランスを追及し，究
極的には家庭第一，という方向に意識転換していることである。これは本論で調査した多くの指
標から読み取ることが出来るし，女子学生の意識調査からも明らかになっている。円安状態が続
く現状において輸出産業が好調で景気の好転の兆しがみられる昨今，女性自身が家庭を犠牲にし
てまで管理職を目指すことに価値観を感じていないように思う。女性の意識は明らかに変わりつ
つあり，家庭と仕事を両立させたい，という方向に確実に向かっている。結果として家庭が円満
となり，国民全体が幸福感を感じるのであれば，別に管理職比率を上げることにこだわる必要は
ない，と思う。むしろ国際競争力で問われる対外的政治力，教育力や国民福祉政策などを上げて
ゆくことの方が優先されるのではないだろうか。
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